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趣 旨                         
本町では、少子高齢化や過疎化の影響等により空家等が増加しており、それに伴い周辺へ

著しい悪影響、危険等をもたらす空家等が増加している状況にあります。 

そのような空家等については、市町村において、空家等対策の推進に関する特別措置法

（以下「空家法」という。）第２条第２項に規定する特定空家等に認定し、空家法第２２条

に基づき必要な措置を講じていく必要があります。 

そのため、本町においても特定空家等に認定し、措置を講じる必要があることから本基準

を定めるに至りました。 

なお、本基準は、国が定める管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な

実施を図るために必要な指針（以下「ガイドライン」という。）等の基準を参照し、作成し

ています。 

 

基本方針                       
空家等の管理については、空家法第５条にも規定されているように、所有者又は管理者

にその責務があります。 

そのため、本町では適切な管理がなされていない空家等については、その所有者等に対

し空家法第１２条の規定に基づき情報の提供や助言等を行い、自主的な改善を促していき

ます。 

しかしながら、改善が図られず、本基準により管理不全空家等又は特定空家等と認定さ

れた空家等については、管理不全空家等に係る空家法第１３条に基づく指導、勧告又は特

定空家等に係る空家法第２２条の規定に基づく助言又は指導、勧告といった改善に向けた

措置を段階的に行っていき、それでも改善が図られない場合には命令、行政代執行等の措

置を行っていきます。 

なお、空家法第１３条第２項及び第２２条の規定に基づく措置には、所有者等にとって

不利益となる行為も含まれることから、慎重に手続きを進めることとします。 

 

適用範囲                       

本基準は、特措法第２条第１項に規定する「空家等」を対象とし、木造、鉄骨造、鉄筋

コンクリート造等の構造のうち、当面の間は特に必要性が高いと考えられる「木造」につ

いて適用します。 

倒壊する可能性のある非木造建築物の空家等の判定をする場合は、必要に応じて、専門

家等へ委任し、助言等に基づき必要箇所を調査し、倒壊のおそれがあるか否かを判定しま

す。 
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空家等の定義                      
空家法等において「空家等」「特定空家等」等は次のとおり定められています。 

 

〇空家等（空家法第２条第１項） 

建築物又はこれに付属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常

態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国

又は地方団体が所有し、又は管理するものを除く。 

 

〇特定空家等（空家法第２条第２項） 

特定空家等とは次の状態にあると認められる空家等をいう。 

（１）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

（２）著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

（３）適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

（４）その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

〇管理不全空家等（空家法第１３条第１項） 

適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当すること

となるおそれのある状態にあると認められる空家等。 

 

〇不良住宅（住宅地区改良法第２条第４号） 

主として居住の用に供される建築物又は建築物の部分で、その構造又は設備が著しく不

良であるため居住の用に供することが著しく不適当なもの。 
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特定空家等の認定事務の流れ（フロー）          

 
※１ 山都町空家等対策協議会に協議します。 

※２ 所有者等が不明な場合は、フローとは別に必要に応じて「相続財産清算人」及び「不在者財産管理

人」等の申し立てを行います。  
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特定空家等の判定の流れ（フロー）             
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判定基準及び調査の方法                 

本町においては、空家等の状態が「保安上危険な空家等であるか」「衛生上、景観、生活

環境上で不適切な空家等であるか」「空家等が周辺の建築物や通行人等に悪影響をもたらす

おそれがあるか」の３つに区分し、区分に応じて周辺への聞き取りや外観目視等で空家等の

状態等を調査し、調査結果等により特定空家等又は管理不全空家等を認定することとしま

す。 

１、調査の方法 

（１）１次調査（外観目視調査） 

・空家等（敷地を含む）には立ち入らず、公道等からの外観目視による調査を実施します。 

（２）２次調査（立ち入り調査） 

・１次調査において住宅の不良度判定の評点が１００点未満又は判断不能（部分的にしか目

視できない場合など）の場合には、立ち入りによる調査を実施します。 

・２次調査の実施にあたっては、必要に応じて専門家等へ調査の同席や意見を求める等を行

いながら調査を実施します。 

 

２、特定空家等の判定方法 

「保安上危険な空家等であるか」「衛生上、景観、生活環境上で不適切な空家等であるか」

「空家等が周辺の建築物や通行人等に悪影響をもたらすおそれがあるか」をそれぞれ区分

に応じて調査し、特定空家等の状態にあるかを総合的に判定します。 

・総合判定３の場合は、特定空家等の状態にあると判定します。 

・総合判定２の場合は、山都町空家対策協議会や専門家等の判断を仰ぎながら、特定空家等

の状態か又は管理不全空家等の状態か否かを判定します。 

・総合判定１以下の場合は、管理不全空家等又は健全な空家等の状態と判定します。ただし、

「空家等が周辺の建築物や通行人等に悪影響をもたらすおそれがあるか」のみ該当した

場合は健全な空家等の状態とします。 

※あくまで目安であり、空家等の状態等に応じ総合的に判定することとします。 

 

３、区分ごとの判定方法 

（１）「保安上危険な空家等であるか」の判定 

国土交通省が定める「住宅の不良度判定」の考え方、項目、点数、基準点、判定の目安に

ついて住宅の不良度判定等を準用して調査します。 

調査の結果、評点の合計が１００点以上となった場合は「保安上危険な空家等」の状態に

あると判定します。 
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（２）「衛生上、景観、生活環境上で不適切な空家等であるか」の判定 

空家等が現にもたらしている（予見を含む）悪影響等の内容等を以下の項目より調査しま

す。 

・そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態か 

・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態か 

・その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態か 

・その他、衛生上、景観、生活環境上で不適切な状態か 

調査の結果、いずれかの項目に該当する状態の場合は「衛生上、景観、生活環境上で不適

切な空家等」の状態にあると判定します。 

また、空家等が現にもたらしている悪影響の程度や切迫性の高さ等についても考慮しな

がら判定します。 

 

（３）「空家等が周辺の建築物や通行人等に悪影響をもたらすおそれがあるか」の判定 

空家等が現にもたらしている（予見を含む）悪影響の範囲が通行人や隣地等の第三者に被

害が及ぶ可能性があるか等を調査します。 

調査の結果、２項目以上に該当する状態の場合は「空家等が周辺の建築物や通行人等に悪

影響をもたらすおそれがある」状態にあると判定します。 

また、空家等が大雪や台風等の影響を受けやすい地域に所在する等の地域の実情等も考

慮しながら判定します。 

 

『特定空家等に認定する際の注意事項』 

（１）特定空家等の認定については、山都町空家等対策庁内連絡会で協議を行うとともに山

都町空家等対策協議会の助言・協力を受けながら、慎重に認定するものとします。 

（２）空家等の状態、周辺への影響、指導経過、所有者等の状況等を踏まえ、町民の生命・

財産等に著しく影響を及ぼしていること、若しくは生活環境の保全上不適切な状態とな

っていることが総合的に判断される空家等を特定空家等に認定します。 

（３）特定空家等は、そのまま放置すれば将来所定の状態に陥るおそれのある（実現性が極

めて高い）ものを含むものとします。 

（４）危険性や影響等の判定に際しては、状況を正しく予見し、実現性に乏しい可能性を含

まないようにします。 
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参考：特定空家等及び管理不全空家等の状態について 

（１）保安上危険な空家等であるか（判定：評点 100 点以上） 

（２）衛生上、景観、生活環境上で不適切な空家等であるか（判定：該当 1 項目以上） 

（３）空家等が周辺の建築物や通行人等に悪影響をもたらすおそれがあるか（判定：該当

2 項目以上） 

※空家等の状態等に応じ総合的に判定します。 

特定空家等に対する措置等                
空家等が、特定空家等と認定された場合は、所有者と対話を図った上で、必要な特定空

家等に対する措置（助言・指導、勧告、命令、代執行等）を行います。 

空家等が、管理不全空家等と認定された場合は、任意の助言及び経過観察を行い、所有

者等に適切に管理するよう働きかけていきます。 

また、特定空家等に移行する可能性が高い管理不全空家等には、指導、勧告を行いま

す。 

なお、利活用が可能な健全な空家等については、所有者等に対して山の都移住すまいる

センターと連携し「山都町空き家バンク制度」や「山都町空き家改修等支援事業補助金」

を活用した空家等の利活用を促すとともに、所有者等の意向調査を踏まえた情報提供等も

検討していきます。 

区分 （１） （２） （３） 空家等の判定結果※ 

総合判定３ 該当 該当 該当 特定空家等の状態 

総合判定２ 

該当  該当 
特定空家等又は 

管理不全空家等の状態 

該当 該当  
特定空家等又は 

管理不全空家等の状態 

 該当 該当 
特定空家等又は 

管理不全空家等の状態 

総合判定１ 

該当   管理不全空家等の状態 

 該当  管理不全空家等の状態 

  該当 健全な空家等 

いずれにも

該当なし 
   健全な空家等 



9 

チェックリスト                    
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判定に使用する基準及び関係法令等      （別紙） 
区分 使用する基準等 

共通 
関係法令等 

・空家法 ・建築基準法第８条 ・民法第７０９条 

保安上危険

な空家等で

あるか 

（１）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態か 

住宅の不良度判定 

主な判定基準 

・外観目視による住宅の不良度判定の手引き（案） 

関係法令等 

・住宅地区改良法 

特定空家等の判定（追加） 

主な判定基準 

・ガイドライン 

・宅地擁壁老朽化判定マニュアル（案） 

衛生上、景

観、生活環

境上で不適

切な空家等

であるか 

（１）そのまま放置すれば著しく衛生上有害となる恐れのある状態か 

主な判定基準 

・ガイドライン 

関係法令等 

・建築基準法第２８条の２ 

・浄化槽法第８、９、１２条 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２ 

・悪臭防止法 

・臭気指数 

（２）適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

か 

主な判定基準 

・ガイドライン 

関係法令等 

・景観法第６２、６４条等 

・熊本県景観条例第４条 

・山都町景観条例第５条 

（３）その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である

状態か 

主な判定基準 

・ガイドライン 



13 

関係法令等 

・民法第２３３条、第７１７条 

・道路法第４４条 

・熊本県犯罪の起きにくい安全安心まちづくり条例第４条 

空家等が周

辺の建築物

や通行人等

に悪影響を

もたらすお

それがある

か 

― 

 


